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議案第７号

　（総　則）

第 １ 条　令和４年度桜井市水道事業会計予算は、次の定めるところによる。 

　（業務の予定量） 

第 ２ 条　業務の予定量は、 次のとおりとする。 

 

　（収益的収入及び支出） 

第 ３ 条　収益的収入及び支出の予定額は、 次のとおりと定める。 

　（資本的収入及び支出） 

第 ４ 条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足

する額 ２ ２ ９ , ６ ２ ０ 千円は、損益勘定留保資金 ２ ２ ７ , ９ ０ ６ 千円及び消費税資本的収支調整額

１,７１４千円で補填する。）

令和４年度　桜井市水道事業会計予算

給 水 戸 数
年 間 総 配 水 量
一 日 平 均 給 水 量
主な建設改良事業

２４,６００戸
６,３００,０００㎥

１７,２６０㎥

第５次拡張事業計画にかかる配水管更新事業等

第１款　水道事業収益

第１項

第２項

第３項

１,３２５,４０５千円

１,１９７,０４１千円

１２８,３６４千円

０千円

第２款　水道事業費用

第１項

第２項

第３項

第４項

１,４８１,２５６千円

１,４２７,０４４千円

４９,２１２千円

０千円

５,０００千円

収　　　　　　　　入

支　　　　　　　　出

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

第３款　資本的収入

第１項

第２項

第３項

第４項

第５項

３６４,５１８千円

１７６,８００千円

１１７,８５４千円

０千円

５５,１０６千円

１４,７５８千円

第４款　資本的支出

第１項

第２項

第３項

５９４,１３８千円

４８０,０９１千円

５,２９６千円

１０８,７５１千円

収　　　　　　　　入

支　　　　　　　　出

企 業 債

負担金その他諸収入

雑 収 入

補 助 金

出 資 金

建 設 改 良 費

営 業 設 備 費

企 業 債 償 還 金
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　　（企業債）

第 ５ 条　起債の目的、限度額、起債の方法、利息及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 

　（一時借入金）

第 ６ 条　一時借入金の限度額は、１００,０００千円と定める。 

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第 ７ 条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の

経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

⑴　職員給与費　　　　１５８，８９２千円

　（たな卸資産購入限度額）

第 ８ 条　　たな卸資産の購入限度額は１０，０００千円と定める。

令　和　４　年　３　月　２　日　提出

桜井市長　　松　井　正　剛

起債の目的

第５次拡張

事業に充当

証書借入

又は

証券発行

１７６,８００
千円

起債の方法 償還方法利率限度額

5.0%以内（ただし、
利率見直し方式によ
り当該利率の見直
しを行った後におい
ては、見直し後の利
率とする。）

政府資金又は、地方公共団体金融機構
については、その融資条件による。
銀行その他の場合は、その債権者との
協定による。但し、財政状況により償還
年限を短縮し、若しくは、繰上償還又は、
低利債に借換えることができる。



予算に関 する説明書
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令和４年度　桜井市水道事業会計予算実施計画
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　入

支　　　　出

款

１．水道事業収益

２．水道事業費用

１．営 業 収 益

１．給 水 収 益

１,３２５,４０５

１,１９７,０４１

１,１４０,３０４

４２,６５０

１４,０８７

１２８,３６４

１２７,６６２

４９６

２０６

０

０

（単位：千円）

１,４８１,２５６

１,４２７,０４４

６７２,６２２

１３０,１８４

４４,６６０

１８７,７０４

３７４,２７５

１７,５９９

４９,２１２

１３,２１７

２,０００

３２,１２５

１,８７０

０

０

５,０００

５,０００

２．受 託 工 事 収 益

３．そ の 他 営 業 収 益

１．取 水 及 び 浄 水 費

２．配 水 及 び 給 水 費

４．企 業 誘 致 費

１．固 定 資 産 売 却 損

１．支 払 利 息

５．減 価 償 却 費

６．資 産 減 耗 費

３．受 託 工 事 費

４．総 係 費

２．雑 支 出

３．消 費 税

１．予 備 費

２．長 期 前 受 金 戻 入

３．雑 収 益

５．他 会 計 補 助 金

１．固 定 資 産 売 却 益

２．営 業 外 収 益

３．特 別 利 益

１．営 業 費 用

２．営 業 外 費 用

３．特 別 損 失

４．予 備 費

項 目 予　定　額 備　　　　考

款 項 目 予　定　額 備　　　　考
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　入　　の　　部

支　　出　　の　　部

款

３．資本的収入

４．資本的支出

２．負担金その他諸収入

１．建 設 改 良 費

２．営 業 設 備 費

３．企 業 債 償 還 金

１．負担金その他諸収入

１．浄 水 施 設 費

２．送 配 水 管 設 備 費

１．営 業 設 備 費

１．企 業 債 償 還 金

３６４,５１８

１７６,８００

１７６,８００

１１７,８５４

１１７,８５４

０

０

５５,１０６

５５,１０６

１４,７５８

１４,７５８

１．企 業 債

１．企 業 債

５９４,１３８

４８０,０９１

５７,２００

４２２,８９１

５,２９６

５,２９６

１０８,７５１

１０８,７５１

（単位：千円）

１．雑 収 入

１．補 助 金

３．雑 収 入

４．補 助 金

１．出 資 金

５．出 資 金

項 目 予　定　額 備　　　　考

款 項 目 予　定　額 備　　　　考
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　入　　の　　部

支　　出　　の　　部

款

３．資本的収入

４．資本的支出

２．負担金その他諸収入

１．建 設 改 良 費

２．営 業 設 備 費

３．企 業 債 償 還 金

１．負担金その他諸収入

１．浄 水 施 設 費

２．送 配 水 管 設 備 費

１．営 業 設 備 費

１．企 業 債 償 還 金

３６４,５１８

１７６,８００

１７６,８００

１１７,８５４

１１７,８５４

０

０

５５,１０６

５５,１０６

１４,７５８

１４,７５８

１．企 業 債

１．企 業 債

５９４,１３８

４８０,０９１

５７,２００

４２２,８９１

５,２９６

５,２９６

１０８,７５１

１０８,７５１

（単位：千円）

１．雑 収 入

１．補 助 金

３．雑 収 入

４．補 助 金

１．出 資 金

５．出 資 金

項 目 予　定　額 備　　　　考

款 項 目 予　定　額 備　　　　考

令和４年度　桜井市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

退職給付引当金の増減額（△は減少） 

賞与引当金の増減額（△は減少）

貸倒引当金の増減額（△は減少）

修繕引当金等の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

支払利息及び企業債取扱諸費

受取利息・配当金

固定資産売却益（損） 

固定資産除却費

未収金の増減額（△は増加）

貯蔵品の増減額（△は増加）

前払金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

前受金の増減額（△は減少）

預り金の増減額（△は減少）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

無形固定資産の取得による支出

無形固定資産の売却による収入

国庫補助金、工事負担金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等に充てるための企業債による収入

建設改良等に充てた企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額） 

資金期首残高

資金期末残高

△　157,565

374,275

△　9,926

△　316

△　5

0

△　127,662

13,217

0

0

16,820

0

0

0

0

0

0

108,838

0

△　13,217

95,621

△　467,949

0

0

0

157,236

△　310,713

176,800

△　108,751

14,758

82,807

△　132,285

1,290,174

1,157,889
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１．総　　括

令和４年度　給与費明細書

区　　　　分

職　員　数

特別職
（人）

一般職
（人）

報酬
（千円）

扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

児童手当
（千円）

通勤手当
（千円）

管理職手当
（千円）

住居手当
（千円）

時間外手当
（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

給 料
（千円）

手 当
（千円）

計
（千円）

法 定
福利費
（千円）

合 計

（千円）

給　　　　与　　　　費

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

71,034

0

71,034

70,520

0

70,520

514

0

514

1,980

1,980

0

2,178

2,178

0

2,028

2,012

16

1,688

1,460

228

3,671

3,671

0

5,149

5,149

0

5,478

5,808

△　330

15,917

16,613

△　696

11,428

11,448

△　20

49,517

0

49,517

50,319

0

50,319

△　802

0

△　802

120,551

0

120,551

120,839

0

120,839

△　288

0

△　288

25,267

0

25,267

23,631

0

23,631

1,636

0

1,636

145,818

0

145,818

144,470

0

144,470

1,348

0

1,348

0

0

0

0

0

資本勘定支弁職員

本

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

前

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

比

較

手

当

の

内

訳

合　　　計

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較

※（　　）内は再任用職員数及び会計年度任用職員数を外書しています。

（3）
15

（3）
15

（3）
15

（3）
15
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１．総　　括

令和４年度　給与費明細書

区　　　　分

職　員　数

特別職
（人）

一般職
（人）

報酬
（千円）

扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

児童手当
（千円）

通勤手当
（千円）

管理職手当
（千円）

住居手当
（千円）

時間外手当
（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

給 料
（千円）

手 当
（千円）

計
（千円）

法 定
福利費
（千円）

合 計

（千円）

給　　　　与　　　　費

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

71,034

0

71,034

70,520

0

70,520

514

0

514

1,980

1,980

0

2,178

2,178

0

2,028

2,012

16

1,688

1,460

228

3,671

3,671

0

5,149

5,149

0

5,478

5,808

△　330

15,917

16,613

△　696

11,428

11,448

△　20

49,517

0

49,517

50,319

0

50,319

△　802

0

△　802

120,551

0

120,551

120,839

0

120,839

△　288

0

△　288

25,267

0

25,267

23,631

0

23,631

1,636

0

1,636

145,818

0

145,818

144,470

0

144,470

1,348

0

1,348

0

0

0

0

0

資本勘定支弁職員

本

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

前

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

比

較

手

当

の

内

訳

合　　　計

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較

※（　　）内は再任用職員数及び会計年度任用職員数を外書しています。

（3）
15

（3）
15

（3）
15

（3）
15

２．給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円）

給与改定に伴う増
減分

給与改定に伴う増
減分

給料表の改定状況
給料の改定率
　　　　　０.００％

平均昇給率
　　　　　０.６％

職員構成の変動に
係る増減分など

職員構成の変動に
係る増減分など

昇給に伴う増加分

その他の増減分

その他の増減分

区　　　　　　　分

区　　　分 企 業 職（円） 一般会計の制度（円）

高　　校　　卒

短　　大　　卒

大　　学　　卒

１５０,６００

１６３,１００

１８２,２００

１５０,６００

１６３,１００

１８２,２００

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

２９２,９５２

３３８,９４９

４５.０

３２０,３８３

３７９,３３７

４３.１

令和４年１月１日現在

令和３年１月１日現在

企　業　職

制度改正に伴う増
減分

説　　明 備 考

給 料

手 当

５１４

０

６４

０

△８０２

４５０

△８０２

３．給料及び手当の状況

　⑴　職員１人当たり給与

令和４年１月１日現在

　⑵　初　任　給
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⑶　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

令和４年１月１日現在

区　　　　分
企　　　　　　　業　　　　　　　職

級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

３

１

０

３

２

２

１

２

１

０

３

１

２

１

２０.０

６.７

０.０

２０.０

１３.３

１３.３

６.７

１５.４

７.７

０.０

２３.２

７.８

１５.５

７.８

職員数（人） 構 成 比（％）

令和３年１月１日現在

区　分 １　　級 ２ 級

主事補の職務 主事の職務

技師補の職務 技師の職務

３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

主任の

職　務

係長又は

主査の職務

副主幹又は

主査の職務

主幹の

職　務

課長の

職　務

部 長 又 は

次長の職務
企業職

※（　　）内は再任用職員数を外書しています。

（１）

３

（１）

３

（１）

１５

（１）

１３

（100.0）

20.0

（100.0）

100.0

（100.0）

23.1

（100.0）

100.0
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⑶　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

令和４年１月１日現在

区　　　　分
企　　　　　　　業　　　　　　　職

級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

３

１

０

３

２

２

１

２

１

０

３

１

２

１

２０.０

６.７

０.０

２０.０

１３.３

１３.３

６.７

１５.４

７.７

０.０

２３.２

７.８

１５.５

７.８

職員数（人） 構 成 比（％）

令和３年１月１日現在

区　分 １　　級 ２ 級

主事補の職務 主事の職務

技師補の職務 技師の職務

３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

主任の

職　務

係長又は

主査の職務

副主幹又は

主査の職務

主幹の

職　務

課長の

職　務

部 長 又 は

次長の職務
企業職

※（　　）内は再任用職員数を外書しています。

（１）

３

（１）

３

（１）

１５

（１）

１３

（100.0）

20.0

（100.0）

100.0

（100.0）

23.1

（100.0）

100.0

⑷　昇　給

⑸　特殊勤務手当

　　　該　当　な　し

本

　
　
　年

　
　
　度

区　　　　　分

職員数（Ａ）（人） １５ １５

１２ １２

２ ２

１ １

３ ３

１ １

３ ３

２ ２

－ －

８０.０ ８０.０

７３.３ ７３.３

１５ １５

１１ １１

２ ２

１ １

３ ３

０ ０

４ ４

１ １

－ －

－ －

－ －

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

１級（人）

２級（人）

３級（人）

４級（人）

５級（人）

６級（人）

７級（人）

８級（人）

級別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

職員数（Ａ）（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

１級（人）

２級（人）

３級（人）

４級（人）

５級（人）

６級（人）

７級（人）

８級（人）

級別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

合　計 企業職

前

　
　
　年

　
　
　度
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⑹　期末手当・勤勉手当

※（　　）内は再任用職員の支給率を外書しています。

⑺　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑻　その他手当

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） 12月（月分）

職制上の段階、
職務階級による
加算措置

支 給 率 計
（月分）

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

区 分
20年勤続

の者（月分）
25年勤続

の者（月分）
35年勤続

の者（月分）
最 高 限 度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

定年前早期退職
 （２％～30％加算）

第１号区分（59,550円）～
第７号区分（０円）にお
ける60月分の調整月額の
支給合計

調 整 額

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計の
制　度

（支給率）

区　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶養手当 同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

地域手当

住居手当

通勤手当

（１.１２５）
２.１５

（１.１２５）
２.１５

（１.１２５）
２.１５

（１.１２５）
２.１５

（２.２５）
４.３０

（２.２５）
４.３０

有

（１.１７５）
２.２２５

（１.１７５）
２.２２５

（２.３５）
４.４５

有

有

〃 〃 〃 〃 〃 〃
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⑹　期末手当・勤勉手当

※（　　）内は再任用職員の支給率を外書しています。

⑺　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑻　その他手当

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） 12月（月分）

職制上の段階、
職務階級による
加算措置

支 給 率 計
（月分）

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

区 分
20年勤続

の者（月分）
25年勤続

の者（月分）
35年勤続

の者（月分）
最 高 限 度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

定年前早期退職
 （２％～30％加算）

第１号区分（59,550円）～
第７号区分（０円）にお
ける60月分の調整月額の
支給合計

調 整 額

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計の
制　度

（支給率）

区　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶養手当 同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

地域手当

住居手当

通勤手当

（１.１２５）
２.１５

（１.１２５）
２.１５

（１.１２５）
２.１５

（１.１２５）
２.１５

（２.２５）
４.３０

（２.２５）
４.３０

有

（１.１７５）
２.２２５

（１.１７５）
２.２２５

（２.３５）
４.４５

有

有

〃 〃 〃 〃 〃 〃

令和３年度　桜井市水道事業予定損益計算書

（令和３年４月１日～令和４年３月31日）

１．営 業 収 益
　⑴
　⑵
　⑶

給 水 収 益
受 託 工 事 収 益
そ の 他 営 業 収 益

１,０４５,０００
４７,１３０
２３,６４９ １,１１５,７７９

３．営業外収益
　⑴
　⑵
　⑶
　⑷
　⑸

受 取 利 息
長期前受金戻入額
雑 収 益
他 会 計 補 助 金
県 補 助 金

１８
１２９,９２３

７３０
２２２

０ １３０,８９３

５．特 別 利 益
　⑴ 固定資産売却収益 ０ ０

４．営業外費用
　⑴

　⑵
　⑶

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費
雑 支 出
企 業 誘 致 費

１４,７３０
０
０ １４,７３０ １１６,１６３

６．特 別 損 失
　⑴
　⑵

過年度損益修正損
そ の 他 損 失

０
０ ０ ０

２．営 業 費 用
　⑴
　⑵
　⑶
　⑷
　⑸
　⑹
　⑺

取 水 及 び 浄 水 費
配 水 及 び 給 水 費
受 託 工 事 費
総 係 費
減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費
そ の 他 営 業 費 用

５５４,８８１
１１３,４１２

４３,６３０
１４０,６３８
３６５,２５５

１５,７００
０ １,２３３,５１６

営 業 利 益
△ １１７,７３７

経 常 利 益 △ １,５７４

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

△ １,５７４

５５２,４３２

５５０,８５８

（単位：千円）
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令和３年度　桜井市水道事業予定貸借対照表

（　令　和　４　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

負　　債　　の　　部

１．固 定 資 産
　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．
イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

キ．

土 地
建 物
減価償却累計額
構 築 物
減価償却累計額
機 械 及 び 装 置
減価償却累計額
車 両 運 搬 具
減価償却累計額
工具器具及び備品
減価償却累計額
建 設 仮 勘 定
有形固定資産合計

無形固定資産合計
固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

９,４５５,１８８

８３,０９３
７８４,７６５
△３１３,４９５

１４,２３９,０７４
△５,８７２,８１６
２,３０２,７８３
△１,７７８,１１２

３０,６０７
△２９,０７７
３５,７６０
△２７,３９４

０

８３,０９３

４７１,２７０

８,３６６,２５８

５２４,６７１

１,５３０

８,３６６
０

３．固 定 負 債
　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良に要する企業債

ア．
イ．
退職給付引当金
修 繕 引 当 金

１,４８８,６５９

８８,７０６
０

１,４８８,６５９

８８,７０６
１,５７７,３６５

２．流 動 資 産
　⑴
　⑵

　⑶
　⑷

１８０,０００
△７７７

１,２９０,１７４

１７９,２２３
３５,０００

４０
１,５０４,４３７
１１,０２３,８７１

　⑵　無 形 固 定 資 産
ア．ダ ム 使 用 権 ６４,２４６

６４,２４６
９,５１９,４３４

（単位：千円）

現 金 預 金
未 収 金

貯 蔵 品
前 払 金
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令和３年度　桜井市水道事業予定貸借対照表

（　令　和　４　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

負　　債　　の　　部

１．固 定 資 産
　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．
イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

キ．

土 地
建 物
減価償却累計額
構 築 物
減価償却累計額
機 械 及 び 装 置
減価償却累計額
車 両 運 搬 具
減価償却累計額
工具器具及び備品
減価償却累計額
建 設 仮 勘 定
有形固定資産合計

無形固定資産合計
固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

９,４５５,１８８

８３,０９３
７８４,７６５
△３１３,４９５

１４,２３９,０７４
△５,８７２,８１６
２,３０２,７８３
△１,７７８,１１２

３０,６０７
△２９,０７７
３５,７６０
△２７,３９４

０

８３,０９３

４７１,２７０

８,３６６,２５８

５２４,６７１

１,５３０

８,３６６
０

３．固 定 負 債
　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良に要する企業債

ア．
イ．
退職給付引当金
修 繕 引 当 金

１,４８８,６５９

８８,７０６
０

１,４８８,６５９

８８,７０６
１,５７７,３６５

２．流 動 資 産
　⑴
　⑵

　⑶
　⑷

１８０,０００
△７７７

１,２９０,１７４

１７９,２２３
３５,０００

４０
１,５０４,４３７
１１,０２３,８７１

　⑵　無 形 固 定 資 産
ア．ダ ム 使 用 権 ６４,２４６

６４,２４６
９,５１９,４３４

（単位：千円）

現 金 預 金
未 収 金

貯 蔵 品
前 払 金

資　　本　　の　　部

企 業 債 合 計

４．流 動 負 債
　⑴　企 業 債

　⑵　未 払 金
　⑶　前 受 金
　⑷　引 当 金

　⑸　その他流動負債

ア．建設改良に要する企業債

ア．
イ．

ア．

賞 与 引 当 金
そ の 他 引 当 金

預 り 金

１０８,７５１

１１,０８３
０

１０８,７５１
３００,０００

５００

１１,０８３

４３,０００
４６３,３３４

０
１６,９５４
３６,３６８
１,５００

５５０,８５８
０

５４,８２２

５５０,８５８
６０５,６８０

５,５８９,７６２
１１,０２３,８７１

長期前受金合計
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資 本 金 合 計

資本剰余金合計

利益剰余金合計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負債・資本合計

５．繰 延 収 益
　⑴　長 期 前 受 金

ア．

イ．

ウ．

エ．

工 事 負 担 金
長期前受金収益化累計額
補 助 金
長期前受金収益化累計額
水道施設分担金
長期前受金収益化累計額
受贈財産評価額
長期前受金収益化累計額

ア．
イ．
ウ．
エ．

ア．
イ．

工 事 負 担 金
補 助 金
水道施設分担金
受贈財産評価額

当年度未処分利益剰余金
建設改良積立金

１,４３８,５１６

１,０４１,１８７

８２５,５１８

８８,１８９

３,４４０,９８２
△２,００２,４６６
１,２３７,７８０
△１９６,５９３
１,７６０,０６９
△９３４,５５１
８８,７６０
△５７１

３,３９３,４１０
３,３９３,４１０
５,４３４,１０９

６．資　本　金
　⑴　自 己 資 本 金

７．剰　余　金
　⑴　資 本 剰 余 金

　⑵　利 益 剰 余 金

４,９８４,０８２
４,９８４,０８２

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計
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令和４年度　桜井市水道事業予定貸借対照表

（　令　和　５　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産
　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．
イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

キ．

土 地
建 物
減価償却累計額
構 築 物
減価償却累計額
機 械 及 び 装 置
減価償却累計額
車 両 運 搬 具
減価償却累計額
工具器具及び備品
減価償却累計額
建 設 仮 勘 定
有形固定資産合計

無形固定資産合計
固 定 資 産 合 計

９,５３５,４９１

６０,７９７

８４,７４３
７８４,７６５
△３２８,２５２

１４,６８３,２９７
△６,１５８,６４０
２,３０２,７８３
△１,８４７,６７２

３０,６０７
△２９,０７７
４１,０１６
△２８,０７９

０

８４,７４３

４５６,５１３

８,５２４,６５７

４５５,１１１

１,５３０

１２,９３７
０

６０,７９７
　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．ダ ム 使 用 権

９,５９６,２８８

（単位：千円）

負　　債　　の　　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

３．固 定 負 債
　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良に要する企業債

ア．
イ．
ウ．

退職給付引当金
修 繕 引 当 金
特別修繕引当金

１,５５３,７０８

７８,７８０
０
０

１,５５３,７０８

７８,７８０
１,６３２,４８８

２．流 動 資 産
　⑴
　⑵

　⑶
　⑷

１８０,０００
△７７２

１,１５７,８８９

１７９,２２８
３５,０００

４０
１,３７２,１５７
１０,９６８,４４５

現 金 預 金
未 収 金

貯 蔵 品
前 払 金

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

貸 倒 引 当 金
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令和４年度　桜井市水道事業予定貸借対照表

（　令　和　５　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産
　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．
イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

キ．

土 地
建 物
減価償却累計額
構 築 物
減価償却累計額
機 械 及 び 装 置
減価償却累計額
車 両 運 搬 具
減価償却累計額
工具器具及び備品
減価償却累計額
建 設 仮 勘 定
有形固定資産合計

無形固定資産合計
固 定 資 産 合 計

９,５３５,４９１

６０,７９７

８４,７４３
７８４,７６５
△３２８,２５２

１４,６８３,２９７
△６,１５８,６４０
２,３０２,７８３
△１,８４７,６７２

３０,６０７
△２９,０７７
４１,０１６
△２８,０７９

０

８４,７４３

４５６,５１３

８,５２４,６５７

４５５,１１１

１,５３０

１２,９３７
０

６０,７９７
　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．ダ ム 使 用 権

９,５９６,２８８

（単位：千円）

負　　債　　の　　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

３．固 定 負 債
　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良に要する企業債

ア．
イ．
ウ．

退職給付引当金
修 繕 引 当 金
特別修繕引当金

１,５５３,７０８

７８,７８０
０
０

１,５５３,７０８

７８,７８０
１,６３２,４８８

２．流 動 資 産
　⑴
　⑵

　⑶
　⑷

１８０,０００
△７７２

１,１５７,８８９

１７９,２２８
３５,０００

４０
１,３７２,１５７
１０,９６８,４４５

現 金 預 金
未 収 金

貯 蔵 品
前 払 金

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

４．流 動 負 債
　⑴　企 業 債

　⑵　未 払 金
　⑶　前 受 金
　⑷　引 当 金

　⑸　そ の 他 流 動 負 債

ア．建設改良に要する企業債

ア．
イ．

ア．

賞 与 引 当 金
そ の 他 引 当 金

預 り 金

長 期 前 受 金 合 計
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

５．繰 延 収 益
　⑴　長 期 前 受 金

ア．

イ．

ウ．

エ．

工 事 負 担 金
長期前受金収益化累計額
補 助 金
長期前受金収益化累計額
水道施設分担金
長期前受金収益化累計額
受贈財産評価額
長期前受金収益化累計額

１,４４０,１３７

１,０６６,０５２

８２８,６２１

８８,１７５

３,５１１,４３３
△２,０７１,２９６

１,２８７,８７６
△２２１,８２４
１,７９６,７５９
△９６８,１３８

８８,７６０
△ ５８５

３,４２２,９８５
３,４２２,９８５
５,５２１,４９０

１１１,７５０

１０,７６７
０

１１１,７５０
３００,０００

５００

１０,７６７

４３,０００
４６６,０１７

資　　本　　の　　部

０
１６,９５４
３６,３６８

１,５００

３９３,２９３
０

５４,８２２

３９３,２９３
４４８,１１５

５,４４６,９５５
１０,９６８,４４５

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債・資 本 合 計

ア．
イ．
ウ．
エ．

工 事 負 担 金
補 助 金
水 道 施 設 分 担 金
受 贈 財 産 評 価 額

ア．
イ．

当年度未処分利益剰余金
建設改良積立金

６．資　本　金
　⑴　自 己 資 本 金

７．剰　余　金
　⑴　資 本 剰 余 金

　⑵　利 益 剰 余 金

４,９９８,８４０
４,９９８,８４０
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令和４年度　桜井市水道事業会計予算説明書
収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

１．水道事業収益

２．水道事業費用

１．営 業 収 益

１．営 業 費 用

1,481,256

1,427,044

1,325,405

1,197,041

１．給 水 収 益

２．受託工事収益

３．雑 収 益

１．給 水 収 益

１．受託工事収益

１．材料売却収益

２．国 庫 補 助 金

３．その他長期前受金

４．受贈財産評価額

１．工 事 負 担 金

２．手 数 料

３．修 繕 料

４．雑 収 益

１．雑 収 益

１．給　　　　料

２．手 当 等

３．賞 与 引 当 金
　　繰 入 額

10．旅　　　　費

７．法 定 福 利 費
　　引当金繰入額

６．法 定 福 利 費

職員給料

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

児童手当

期末手当

勤勉手当

通勤手当

528

568

517

1,373

924

594

2,537

1,980

375

翌年度支給賞与の当年度負担引当

普通旅費

翌年度支出法定福利費の当年度負
担引当

共済組合負担金

17,225

9,396

60

5,666

2,258

506

水道料金収入

受託仮設工事収入

材料売却収入

設計、 竣工検査手数料

修繕工事収入

下水道料金徴収委託料収入等

長期前受収益化（減価償却見合い分）

雑収入

〃

〃

〃

３．その他営業収益

２．長期前受金戻入

１．取水及び浄水費 672,622

1,140,304

42,650

496

1,140,304

42,650

0

400

1,000

12,687

68,830

25,231

33,587

14

496

206５．他会計補助金 １．他会計補助金 他会計繰入金206

14,087

127,662

２．営 業 外 収 益 128,364

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

12．備 消 品 費 消耗品費770



－ 17 －

令和４年度　桜井市水道事業会計予算説明書
収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

１．水道事業収益

２．水道事業費用

１．営 業 収 益

１．営 業 費 用

1,481,256

1,427,044

1,325,405

1,197,041

１．給 水 収 益

２．受託工事収益

３．雑 収 益

１．給 水 収 益

１．受託工事収益

１．材料売却収益

２．国 庫 補 助 金

３．その他長期前受金

４．受贈財産評価額

１．工 事 負 担 金

２．手 数 料

３．修 繕 料

４．雑 収 益

１．雑 収 益

１．給　　　　料

２．手 当 等

３．賞 与 引 当 金
　　繰 入 額

10．旅　　　　費

７．法 定 福 利 費
　　引当金繰入額

６．法 定 福 利 費

職員給料

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

児童手当

期末手当

勤勉手当

通勤手当

528

568

517

1,373

924

594

2,537

1,980

375

翌年度支給賞与の当年度負担引当

普通旅費

翌年度支出法定福利費の当年度負
担引当

共済組合負担金

17,225

9,396

60

5,666

2,258

506

水道料金収入

受託仮設工事収入

材料売却収入

設計、 竣工検査手数料

修繕工事収入

下水道料金徴収委託料収入等

長期前受収益化（減価償却見合い分）

雑収入

〃

〃

〃

３．その他営業収益

２．長期前受金戻入

１．取水及び浄水費 672,622

1,140,304

42,650

496

1,140,304

42,650

0

400

1,000

12,687

68,830

25,231

33,587

14

496

206５．他会計補助金 １．他会計補助金 他会計繰入金206

14,087

127,662

２．営 業 外 収 益 128,364

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

12．備 消 品 費 消耗品費770

２．配水及び給水費 130,184

15．印 刷 製 本 費 印刷費110

14,900

12,672

51,920

449,212

5,841

2,640

86,907

2,558

200

5,312

4,469

25,502

16,990

3,441

8,769

783

32

1,254

895

427

44,705

133

291

14,065

819

818

2,310

8,800

150

16．修 繕 費 施設、機械修繕費

19．薬 品 費 浄水薬品費

20．動 力 費 電力料金

24．受 水 費 県営水道受水費等

25．手 数 料 水質検査手数料等

26．通 信 運 搬 費

27．委 託 料

28．賃 借 料

29．保 険 料

31．材 料 費

36．負 担 金

１．給　　　　料

２．手 当 等

３．賞 与 引 当 金
　　繰 入 額

７．法 定 福 利 費
　　引当金繰入額

10．旅　　　　費 普通旅費

12．備 消 品 費 消耗品費

13．燃 料 費 車両燃料費

15．印 刷 製 本 費 印刷費

16．修 繕 費 漏水修繕、器具修繕費等

25．手 数 料 電波利用手数料

26．通 信 運 搬 費 専用回線通信料

27．委 託 料 漏水調査委託料等

28．賃 借 料 敷地借上料等

29．保 険 料 水道管、自動車損害賠償保険料

31．材 料 費 漏水復旧材料、応急改良材料費

32．工 事 請 負 費 応急改良、 舗装復旧工事費

59．公 課 費 自動車重量税

６．法 定 福 利 費

職員給料

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

児童手当

期末手当

勤勉手当

通勤手当

翌年度支給賞与の当年度負担引当

共済組合負担金

792

911

766

2,060

4,026

990

3,921

2,961

563

専用回線通信料

敷地借上料

火災損害保険料

補修材料費

浄水場管理、施設点検、草刈等
業務委託料

ダム管理、水質検査センター
負担金等

翌年度支出法定福利費の当年度
負担引当
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４．総 係 費 187,704

３．受託工事費 44,660
受託工事材料費31．材 料 費 0

受託工事請負費32．工事請負費 44,660

職員給料

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

児童手当

期末手当

勤勉手当

通勤手当

660

2,192

745

1,716

528

594

4,266

2,887

750

１．給　　　　料 28,307

臨時職員賃金４．賃　　　　金 0

普通旅費10．旅　　　　費 220

８．退職給付金 13,074

被服購入費11．被 服 費 363

消耗品費12．備 消 品 費 890

燃料費13．燃 料 費 146

印刷費15．印刷製本費 927

メーター取替、修繕費等16．修 繕 費 17,317

修繕に備えるための引当17．修繕引当金繰入額 1

18．特別修繕引当金繰入額 0 特別修繕に備えるための引当

下水道使用料等25．手 数 料 163

電話料、郵送料26．通信運搬費 4,556

賃借料28．賃 借 料 9,064

損害保険料29．保 険 料 70

補償費33．補 償 金 300

水道協会負担金等36．負 担 金 1,314

共済組合負担金、
公務災害基金負担金

６．法定福利費 8,858

お客様センター業務、水道料金
調定委託料等

27．委 託 料 83,245

翌年度支給賞与の当年度負担引当
３．賞与引当金
　　繰 入 額

3,094

貸倒損失に備えるための引当38．貸倒引当金繰入額 772

翌年度支出法定福利費の当年度
負担引当

７．法定福利費
　　引当金繰入額

685

２．手 当 等 14,338

５．減価償却費
41．有形固定資産
　　減価償却費

建物減価償却費

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

器具及び備品減価償却費

374,275 370,826
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４．総 係 費 187,704

３．受託工事費 44,660
受託工事材料費31．材 料 費 0

受託工事請負費32．工事請負費 44,660

職員給料

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

児童手当

期末手当

勤勉手当

通勤手当

660

2,192

745

1,716

528

594

4,266

2,887

750

１．給　　　　料 28,307

臨時職員賃金４．賃　　　　金 0

普通旅費10．旅　　　　費 220

８．退職給付金 13,074

被服購入費11．被 服 費 363

消耗品費12．備 消 品 費 890

燃料費13．燃 料 費 146

印刷費15．印刷製本費 927

メーター取替、修繕費等16．修 繕 費 17,317

修繕に備えるための引当17．修繕引当金繰入額 1

18．特別修繕引当金繰入額 0 特別修繕に備えるための引当

下水道使用料等25．手 数 料 163

電話料、郵送料26．通信運搬費 4,556

賃借料28．賃 借 料 9,064

損害保険料29．保 険 料 70

補償費33．補 償 金 300

水道協会負担金等36．負 担 金 1,314

共済組合負担金、
公務災害基金負担金

６．法定福利費 8,858

お客様センター業務、水道料金
調定委託料等

27．委 託 料 83,245

翌年度支給賞与の当年度負担引当
３．賞与引当金
　　繰 入 額

3,094

貸倒損失に備えるための引当38．貸倒引当金繰入額 772

翌年度支出法定福利費の当年度
負担引当

７．法定福利費
　　引当金繰入額

685

２．手 当 等 14,338

５．減価償却費
41．有形固定資産
　　減価償却費

建物減価償却費

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

器具及び備品減価償却費

374,275 370,826

２．営 業 外 費 用

４．予 備 費

６．資産減耗費 17,599

２．雑 支 出 2,000

３．消 費 税 32,125

１．予 備 費 5,000

5,000

１．支払利息及び
　　企業債取扱諸費

13,217

49,212

44．固定資産除却費 固定資産除却費16,820

45．棚卸資産減耗費 棚卸資産減耗費779

47．企業債利子 企業債利子13,217

48．借入金利子 一時借入金利子0

49．その他雑支出 その他雑支出2,000

59．公 課 費 消費税納税額32,125

１．予 備 費 予備費5,000

４．企業誘致費 1,870 36．負 担 金 企業誘致負担金1,870

42．無形固定資産
　　減価償却費

ダム使用権減価償却費3,449
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

３．資本的収入 364,518

176,800

117,854

117,854

55,106

55,106

594,138

480,091

57,200

422,891

5,296

5,296

108,751

108,751

40,359

77,495

55,106

0

２．負 担 金
　　その他諸収入 １．負 担 金

　　その他諸収入

４．補 助 金

１．企 業 債

１．補 助 金

１．浄水施設費

１．営業設備費

１．企業債償還金

２．送配水管設備費

１．補 助 金

27．委 託 料

１．分 担 金

２．負 担 金

国庫補助金、国庫交付金

14,758

14,758 14,758

５．出 資 金

１．出 資 金 １．出 資 金 他会計出資金

176,800 176,800１．企 業 債 １．企 業 債 建設改良債

取水施設基本設計委託

57,20032．工事請負費 浄水施設改良工事費

050．土地購入費 用地購入費

101,53027．委 託 料 配水管更新設計業務委託料等

031．材 料 費 配水管布設工事資材費

319,71132．工事請負費 配水管新設、改良、更新工事費

033．補 償 金 移設補償費

1,65050．土地購入費 用地購入費

4,20051．量水器購入費 量水器費

108,75157．企業債償還金 企業債元金償還金

058．その他資本的支出 その他資本的支出

水道施設加入分担金

配水管工事負担金

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

1,09653．器具備品費

４．資本的支出

１．建設改良費

２．営業設備費

３．企業債償還金

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明
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４
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

３．資本的収入 364,518

176,800

117,854

117,854

55,106

55,106

594,138

480,091

57,200

422,891

5,296

5,296

108,751

108,751

40,359

77,495

55,106

0

２．負 担 金
　　その他諸収入 １．負 担 金

　　その他諸収入

４．補 助 金

１．企 業 債

１．補 助 金

１．浄水施設費

１．営業設備費

１．企業債償還金

２．送配水管設備費

１．補 助 金

27．委 託 料

１．分 担 金

２．負 担 金

国庫補助金、国庫交付金

14,758

14,758 14,758

５．出 資 金

１．出 資 金 １．出 資 金 他会計出資金

176,800 176,800１．企 業 債 １．企 業 債 建設改良債

取水施設基本設計委託

57,20032．工事請負費 浄水施設改良工事費

050．土地購入費 用地購入費

101,53027．委 託 料 配水管更新設計業務委託料等

031．材 料 費 配水管布設工事資材費

319,71132．工事請負費 配水管新設、改良、更新工事費

033．補 償 金 移設補償費

1,65050．土地購入費 用地購入費

4,20051．量水器購入費 量水器費

108,75157．企業債償還金 企業債元金償還金

058．その他資本的支出 その他資本的支出

水道施設加入分担金

配水管工事負担金

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

1,09653．器具備品費

４．資本的支出

１．建設改良費

２．営業設備費

３．企業債償還金

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明
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会計書類に関する注記

Ⅰ　重要な会計方針

　１．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　貯蔵品

　　　　　先入先出法による原価法

　２．固定資産の減価償却の方法

　　　⑴　有形固定資産（リース資産は除く） 

減価償却の方法　　　定額法（但し、取替資産については取替法） 

主な耐用年数

建物　　　　　　　　13～50年

構築物　　　　　　　38～60年

機械及び装置　　　　８～20年

車両運搬具　　　　　４～５年

工具、器具及び備品　４～10年

　　　⑵　無形固定資産

減価償却の方法　　　定額法

主な耐用年数

ダム使用権　　　　　55年

　３．引当金の計上方法

　　　⑴　退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、「職員の退職手当に係る取り扱いに関する覚書」に基づく各

年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。 

　　　⑵　賞与引当金

　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、各年度の翌事業年度における支給見込み額に基づき、

各年度に負担する額（12月から３月までの４ヶ月分）を計上している。

　　　⑶　貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による回収不能見込額を

計上している。 

　４．消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。但し、仕入控除対象外消費税及び地

方消費税は、営業外費用として処理している。

Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

予定キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

予定キャッシュ・フロー計算書における資金は、現金及び預金である。
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会計書類に関する注記

Ⅰ　重要な会計方針

　１．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　貯蔵品

　　　　　先入先出法による原価法

　２．固定資産の減価償却の方法

　　　⑴　有形固定資産（リース資産は除く） 

減価償却の方法　　　定額法（但し、取替資産については取替法） 

主な耐用年数

建物　　　　　　　　13～50年

構築物　　　　　　　38～60年

機械及び装置　　　　８～20年

車両運搬具　　　　　４～５年

工具、器具及び備品　４～10年

　　　⑵　無形固定資産

減価償却の方法　　　定額法

主な耐用年数

ダム使用権　　　　　55年

　３．引当金の計上方法

　　　⑴　退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、「職員の退職手当に係る取り扱いに関する覚書」に基づく各

年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。 

　　　⑵　賞与引当金

　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、各年度の翌事業年度における支給見込み額に基づき、

各年度に負担する額（12月から３月までの４ヶ月分）を計上している。

　　　⑶　貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による回収不能見込額を

計上している。 

　４．消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。但し、仕入控除対象外消費税及び地

方消費税は、営業外費用として処理している。

Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

予定キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

予定キャッシュ・フロー計算書における資金は、現金及び預金である。

Ⅲ　予定貸借対照表関連

　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定

のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は104,222,059円である。

Ⅳ　セグメント情報の開示

　　　　桜井市水道事業会計は、上水道事業を一つのセグメントとしている。 

Ⅴ　その他

　リース資産に関する特例措置

中小規模事業者の特例により通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
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桜井市下水道事業会計
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議案第８号

　（総　則）

第 １ 条　令和４年度桜井市下水道事業会計予算は、 次の定めるところによる。 

　（業務の予定量） 

第 ２ 条　業務の予定量は、 次のとおりとする。 

 

　（収益的収入及び支出） 

第 ３ 条　収益的収入及び支出の予定額は、 次のとおりと定める。 

　（資本的収入及び支出） 

第 ４ 条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足

する額４５４,８２３千円は、損益勘定留保資金４４３,３４３千円と消費税資本的収支調整額１１,４８０

千円で補填する。） 

令和４年度　桜井市下水道事業会計予算

水 洗 化 人 口
年 間 有 収 水 量
一日平均有収水量
主な建設改良事業

汚水管渠建設費等

３６,０００人
３,２００,０００㎥

８,７６７㎥

３９３,３５６千円

第１款　下水道事業収益

第１項

第２項

第３項

１,２０１,４５８千円

５０９,７６３千円

６９１,６９５千円

０千円

第２款　下水道事業費用

第１項

第２項

第３項

１,１６８,７８５千円

１,０３９,５５６千円

１２９,２２９千円

０千円

収　　　　　　入

支　　　　　　出

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

第３款　資本的収入

第１項

第５項

第６項

９５５,４３６千円

７３５,９６０千円

５３,５００千円

１６５,９７６千円

第４款　資本的支出

第１項

第３項

１,４１０,２５９千円

４３１,３５５千円

９７８,９０４千円

収　　　　　　入

支　　　　　　出

企 業 債

国 庫 補 助 金

出 資 金

建 設 改 良 費

企業債償還金
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　　（企業債）

第 ５ 条　起債の目的、限度額、起債の方法、利息及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 

　（一時借入金）

第 ６ 条　一時借入金の限度額は、１,０００,０００千円と定める。 

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第 ７ 条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外

の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

⑴　職員給与費　　　　７６,６１８千円

　（他会計からの補助金）      

第 ８ 条　下水道事業運営を助成するため、一般会計からこの会計への助成を受ける金額は、２２０,２６３千円

である。

令　和　４　年　３　月　２　日　提出

桜井市長　　松　井　正　剛

起債の目的

公共下水道債

流域下水道債

資本費平準化債

下水道事業債
特 別 措 置 分

証書借入

又は

証券発行

２９５,９００千円

４３,９００千円

２３２,７９８千円

１６３,３６２千円

起債の方法 償還方法利　率限度額

5.0%以内（ただし、
利率見直し方式によ
り当該利率の見直
しを行った後におい
ては、見直し後の利
率とする。）

政府資金又は、地方公共団体金融機構
については、その融資条件による。
銀行その他の場合は、その債権者との
協定による。但し、財政状況により償還
年限を短縮し、若しくは、繰上償還又は、
低利債に借換えることができる。
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令和４年度　桜井市下水道事業会計予算実施計画
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　入

支　　　　出

款

１．下水道事業収益

２．下水道事業費用

１．営 業 収 益

２．営 業 外 収 益

３．特 別 利 益

１．下 水 道 使 用 料

２．他 会 計 負 担 金

３．そ の 他 営 業 収 益

 

１．受 取 利 息

２．長 期 前 受 金 戻 入

４．雑　　　収　　　益

６．他 会 計 補 助 金

７．県 補 助 金

９．国 庫 補 助 金

１．固 定 資 産 売 却 益

１,２０１,４５８

５０９,７６３

４８９,２６３

２０,３３１

１６９

６９１,６９５

０

３０９,００７

１

３８０,０００

６８７

２,０００

０

０

（単位：千円）

１,１６８,７８５

１,０３９,５５６

１５,４８７

２５１,４５３

４１,６９９

７３０,９１７

１２９,２２９

１１９,２２９

１０,０００

０

０

１．管　　　渠　　　費

２．業　　　務　　　費

４．総　　　係　　　費

５．減　価　償　却　費

 

１．支 払 利 息

３．消　　　費　　　税

 

４．過年度損益修正損

１．営 業 費 用

２．営 業 外 費 用

３．特 別 損 失

項 目 予　定　額 備　　　考

備　　　考款 項 目 予　定　額

－ 26 －



資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　入　　の　　部

支　　出　　の　　部

款

３．資本的収入

４．資本的支出

１．建 設 改 良 費

３．企 業 債 償 還 金

１．管 路 建 設 費

６．流域下水道建設負担金

１．企 業 債 償 還 金

９５５,４３６

７３５,９６０

７３５,９６０

５３,５００

５３,５００

１６５,９７６

１６５,９７６

１．企　　　業　　　債

５．補　　　助　　　金

６．出　　　資　　　金

１．企　　　業　　　債

１．国　庫　補　助　金

１．出　　　資　　　金

１,４１０,２５９

４３１,３５５

３８７,３９９

４３,９５６

９７８,９０４

９７８,９０４

（単位：千円）

項 目 予　定　額 備　　　　考

款 項 目 予　定　額 備　　　　考
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　入　　の　　部

支　　出　　の　　部

款

３．資本的収入

４．資本的支出

１．建 設 改 良 費

３．企 業 債 償 還 金

１．管 路 建 設 費

６．流域下水道建設負担金

１．企 業 債 償 還 金

９５５,４３６

７３５,９６０

７３５,９６０

５３,５００

５３,５００

１６５,９７６

１６５,９７６

１．企　　　業　　　債

５．補　　　助　　　金

６．出　　　資　　　金

１．企　　　業　　　債

１．国　庫　補　助　金

１．出　　　資　　　金

１,４１０,２５９

４３１,３５５

３８７,３９９

４３,９５６

９７８,９０４

９７８,９０４

（単位：千円）

項 目 予　定　額 備　　　　考

款 項 目 予　定　額 備　　　　考

令和４年度　桜井市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

退職給付引当金の増減額（△は減少） 

賞与引当金の増減額（△は減少）

貸倒引当金の増減額（△は減少）

修繕引当金等の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

支払利息及び企業債取扱諸費

受取利息・配当金

固定資産売却益（損） 

固定資産除却費

未収金の増減額（△は増加）

貯蔵品の増減額（△は増加）

前払金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

前受金の増減額（△は減少）

預り金の増減額（△は減少）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

無形固定資産の取得による支出

無形固定資産の売却による収入

国庫補助金、工事負担金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等に充てるための企業債による収入

建設改良等に充てた企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額） 

資金期首残高

資金期末残高

21,193

730,917

0

388

△　400

0

△　309,007

120,887

0

0

0

0

0

0

0

0

0

563,978

0

△　120,887

443,091

△　374,601

0

△　41,758

0

50,203

△　366,156

735,960

△　978,904

165,976

△　76,968

△　33

97,257

97,224
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１．総　　括

令和４年度　給与費明細書

区　　　　分

職　員　数

特別職
（人）

一般職
（人）

報 酬
（千円）

扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

児童手当
（千円）

通勤手当
（千円）

管理職手当
（千円）

住居手当
（千円）

時間外手当
（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

給 料
（千円）

手 当
（千円）

計
（千円）

法 定
福 利 費
（千円）

合 計

（千円）

給　　　　与　　　　費

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

20,638

16,586

37,224

1,026

1,350

△ 324

1,320

1,320

0

1,088

1,231

△ 143

456

427

29

1,860

1,344

516

1,893

2,280

△ 387

5,600

5,430

170

10,449

11,107

△ 658

3,913

4,263

△ 350

12,099

15,506

27,605

32,737

32,092

64,829

5,882

5,907

11,789

38,619

37,999

76,618

5

9

0

0

0

0

0

0

△ 3,322

281

△ 3,041

△ 1,679

532

△ 1,147

△ 5,001

813

△ 4,188

△ 1,677

△ 202

△ 1,879

△ 6,678

611

△ 6,067

－1

0

－1

資本勘定支弁職員

本

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

23,960

16,305

40,265

13,778

14,974

28,752

37,738

31,279

69,017

7,559

6,109

13,668

45,297

37,388

82,685

5資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

前

年

度
合　　　計

資本勘定支弁職員

比

較

手

当

の

内

訳

合　　　計

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較

（2）
4

（2）
5

（2）
10

※（　）内は再任用職員数及び会計年度任用職員数を外書しています。
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１．総　　括

令和４年度　給与費明細書

区　　　　分

職　員　数

特別職
（人）

一般職
（人）

報 酬
（千円）

扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

児童手当
（千円）

通勤手当
（千円）

管理職手当
（千円）

住居手当
（千円）

時間外手当
（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

給 料
（千円）

手 当
（千円）

計
（千円）

法 定
福 利 費
（千円）

合 計

（千円）

給　　　　与　　　　費

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

20,638

16,586

37,224

1,026

1,350

△ 324

1,320

1,320

0

1,088

1,231

△ 143

456

427

29

1,860

1,344

516

1,893

2,280

△ 387

5,600

5,430

170

10,449

11,107

△ 658

3,913

4,263

△ 350

12,099

15,506

27,605

32,737

32,092

64,829

5,882

5,907

11,789

38,619

37,999

76,618

5

9

0

0

0

0

0

0

△ 3,322

281

△ 3,041

△ 1,679

532

△ 1,147

△ 5,001

813

△ 4,188

△ 1,677

△ 202

△ 1,879

△ 6,678

611

△ 6,067

－1

0

－1

資本勘定支弁職員

本

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

23,960

16,305

40,265

13,778

14,974

28,752

37,738

31,279

69,017

7,559

6,109

13,668

45,297

37,388

82,685

5資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

前

年

度
合　　　計

資本勘定支弁職員

比

較

手

当

の

内

訳

合　　　計

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較

（2）
4

（2）
5

（2）
10

※（　）内は再任用職員数及び会計年度任用職員数を外書しています。

２．給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円）

給与改定に伴う増
減分

給与改定に伴う増
減分

給料表の改定状況
給料の改定率
　　　　０.００％

職員構成の変動に
係る増減分など

職員構成の変動に
係る増減分など

昇給に伴う増加分 平均昇給率
　　　　１.０７％

その他の増減分

その他の増減分

区　　　　　　　分

区　　　分 企 業 職（円） 一般会計の制度（円）

高　　校　　卒

短　　大　　卒

大　　学　　卒

１５０,６００

１６３,１００

１８２,２００

１５０,６００

１６３,１００

１８２,２００

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

２６４,０８９

２９５,７２４

４１.０

２９０,１０７

３５０,５８９

３８.９

令和４年１月１日現在

令和３年１月１日現在

企　業　職

制度改正に伴う増
減分

説　　明 備 考

給 料

手 当

△３,０４１

０

△３,４７１

０

△１,１４７

４３０

制度改正に伴う
増減分

０

△１,１４７

３．給料及び手当の状況

　⑴　職員１人当たり給与

　⑵　初　任　給 令和４年１月１日現在
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⑶　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

令和４年１月１日現在

区　　　　分
企　　　　　　　業　　　　　　　職

級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

３

１

－

１

１

１

－

３

１

－

２

１

１

－

３３.３

１１.２

－

１１.２

１１.２

１１.２

－

３０

１０.３

－

２０.０

１０.０

１０.０

－

職員数（人） 構 成 比（％）

令和３年１月１日現在

※（　）内は再任用職員数を外書しています。

区　分 １　　級 ２ 級

主事補の職務 主事の職務

技師補の職務 技師の職務

３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

主任の

職　務

係長又は

主査の職務

副主幹又は

主査の職務

主幹の

職　務

課長の

職　務

部 長 又 は

次長の職務
企業職

（１）

２

（100.0）

22.3

（１）

９

（100.0）

100.0

（１）

２

（100.0）

20.0

（１）

１０

（100.0）

100.0
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⑶　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

令和４年１月１日現在

区　　　　分
企　　　　　　　業　　　　　　　職

級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

３

１

－

１

１

１

－

３

１

－

２

１

１

－

３３.３

１１.２

－

１１.２

１１.２

１１.２

－

３０

１０.３

－

２０.０

１０.０

１０.０

－

職員数（人） 構 成 比（％）

令和３年１月１日現在

※（　）内は再任用職員数を外書しています。

区　分 １　　級 ２ 級

主事補の職務 主事の職務

技師補の職務 技師の職務

３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

主任の

職　務

係長又は

主査の職務

副主幹又は

主査の職務

主幹の

職　務

課長の

職　務

部 長 又 は

次長の職務
企業職

（１）

２

（100.0）

22.3

（１）

９

（100.0）

100.0

（１）

２

（100.0）

20.0

（１）

１０

（100.0）

100.0

⑷　昇　給

⑸　特殊勤務手当

　　　該　当　な　し

本

　
　
　年

　
　
　度

区　　　　　分

職員数（Ａ）（人）  ９

 ７

 ３

 －

 ２

 １

 １

 －

 －

 －

７７.８

 １０

 ８

 ３

 １

 ２

 －

 ２

 －

 －

 －

８０.０

 ９

 ７

 ３

 －

 ２

 １

 １

 －

 －

 －

７７.８

 １０

 ８

 ３

 １

 ２

 －

 ２

 －

 －

 －

８０.０

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

１級（人）

２級（人）

３級（人）

４級（人）

５級（人）

６級（人）

７級（人）

８級（人）

級別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

職員数（Ａ）（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

１級（人）

２級（人）

３級（人）

４級（人）

５級（人）

６級（人）

７級（人）

８級（人）

級別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

合　計 企業職

前

　
　
　年

　
　
　度
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⑺　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑻　その他手当

区 分
20年勤続

の者（月分）
25年勤続

の者（月分）
35年勤続

の者（月分）
最 高 限 度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

定年前早期退職
 （２％～30％加算）

第１号区分（59,550円）～
第７号区分（０円）にお
ける60月分の調整月額の
支給合計

調 整 額

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計の
制　度

（支給率）

区　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶養手当 同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

地域手当

住居手当

通勤手当

〃 〃 〃 〃 〃 〃

⑹　期末手当・勤勉手当

※（　　）内は再任用職員の支給率を外書しています。

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） 12月（月分）

職制上の段階、
職務階級による
加算措置

支 給 率 計
（月分）

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

（１.１２５）
２.１５

（１.１２５）
２.１５

（１.１２５）
２.１５

（１.１２５）
２.１５

（２.２５）
４.３０

（２.２５）
４.３０

有

（１.１７５）
２.２２５

（１.１７５）
２.２２５

（２.３５）
４.４５

有

有

－ 33 －



⑺　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑻　その他手当

区 分
20年勤続

の者（月分）
25年勤続

の者（月分）
35年勤続

の者（月分）
最 高 限 度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

定年前早期退職
 （２％～30％加算）

第１号区分（59,550円）～
第７号区分（０円）にお
ける60月分の調整月額の
支給合計

調 整 額

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計の
制　度

（支給率）

区　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶養手当 同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

地域手当

住居手当

通勤手当

〃 〃 〃 〃 〃 〃

⑹　期末手当・勤勉手当

※（　　）内は再任用職員の支給率を外書しています。

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） 12月（月分）

職制上の段階、
職務階級による
加算措置

支 給 率 計
（月分）

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

（１.１２５）
２.１５

（１.１２５）
２.１５

（１.１２５）
２.１５

（１.１２５）
２.１５

（２.２５）
４.３０

（２.２５）
４.３０

有

（１.１７５）
２.２２５

（１.１７５）
２.２２５

（２.３５）
４.４５

有

有

令和３年度　桜井市下水道事業予定損益計算書

（令和３年４月１日～令和４年３月31日）

１．営 業 収 益

　⑴

　⑵

　⑶

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

その他営業収益

４４４,７１２

２０,３３１

１９２ ４６５,２３５

３．営業外収益

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

　⑸

　⑹

受 取 利 息

長期前受金戻入額

雑 収 益

他 会 計 負 担 金

県 補 助 金

国 庫 補 助 金

０

３０４,０８０

１

３８０,０００

４５５

２,３１８ ６８６,８５４

５．特 別 利 益

　⑴ 固定資産売却収益 ０ ０

４．営業外費用

　⑴

　⑵

支 払 利 息 及 び

企業債取扱諸費

雑 支 出

１３１,１３９

０ １３１,１３９ ５５５,７１５

６．特 別 損 失

　⑴

　⑵

過年度損益修正損

そ の 他 損 失

０

０ ０ ０

２．営 業 費 用

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

　⑸

　⑹

管 渠 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

その他営業費用

３,８５７

２４４,５１０

３９,０７４

７２２,５５５

０

０ １,００９,９９６

営 業 利 益
△５４４,７６１

経 常 利 益 １０,９５４

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

１０,９５４

１５,７７１

２６,７２５

（単位：千円）
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負　　債　　の　　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

３．固 定 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ア．

イ．

退職給付引当金

修 繕 引 当 金

９,０８５,４０９

０

０

９,０８５,４０９

０

９,０８５,４０９

令和３年度　桜井市下水道事業予定貸借対照表

（　令　和　４　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産

　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．

イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

土 地

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車 両 運 搬 具

減価償却累計額

工具器具及び備品

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

１９,９５７,７０６

８４７,６０７

１０,７８７

３８,０３０,３３１

△１８,１０７,４５３

２０５,４３０

△１８２,２２４

２,６０３

△１,９１８

３,００４

△２,８５４

０

１０,７８７

１９,９２２,８７８

２３,２０６

６８５

１５０

０

８４７,６０７

　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．施 設 利 用 権

２０,８０５,３１３

（単位：千円）

２．流 動 資 産

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

１００,０００

△９７８

９７,２５７

９９,０２２

０

０

１９６,２７９

２１,００１,５９２

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金
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負　　債　　の　　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

３．固 定 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ア．

イ．

退職給付引当金

修 繕 引 当 金

９,０８５,４０９

０

０

９,０８５,４０９

０

９,０８５,４０９

令和３年度　桜井市下水道事業予定貸借対照表

（　令　和　４　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産

　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．

イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

土 地

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車 両 運 搬 具

減価償却累計額

工具器具及び備品

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

１９,９５７,７０６

８４７,６０７

１０,７８７

３８,０３０,３３１

△１８,１０７,４５３

２０５,４３０

△１８２,２２４

２,６０３

△１,９１８

３,００４

△２,８５４

０

１０,７８７

１９,９２２,８７８

２３,２０６

６８５

１５０

０

８４７,６０７

　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．施 設 利 用 権

２０,８０５,３１３

（単位：千円）

２．流 動 資 産

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

１００,０００

△９７８

９７,２５７

９９,０２２

０

０

１９６,２７９

２１,００１,５９２

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

４．流 動 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　未 払 金

　⑶　前 受 金

　⑷　引 当 金

　⑸　その他流動負債

ア．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ア．

イ．

ア．

賞 与 等 引 当 金

そ の 他 引 当 金

預 り 金

９６９,４９１

４,８９５

０

９６９,４９１

１５０,０００

０

４,８９５

４２３

１,１２４,８０９

５．繰 延 収 益

　⑴　長 期 前 受 金

ア．

イ．

ウ．

エ．

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

受 託 工 事 負 担

収 益 化 累 計 額

補 助 金

収 益 化 累 計 額

受贈財産評価額

収 益 化 累 計 額

２,５６８

１,６４８

５,５５９,２４９

２,９０１,７７０

２,８２２

△２５４

９,５８０

△７,９３２

１１,１４９,４９７

△５,５９０,２４８

５,９３６,１３８

△３,０３４,３６８

８,４６５,２３５

８,４６５,２３５

１８,６７５,４５３

資　　本　　の　　部

資 本 金 合 計

６．資　本　金

　⑴　自 己 資 本 金 ２,２９９,４１４

２,２９９,４１４

０

０

０

２６,７２５

０

０

２６,７２５

２６,７２５

２,３２６,１３９

２１,００１,５９２

資本剰余金合計

利益剰余金合計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負債・資本合計

ア．

イ．

ウ．

工 事 負 担 金

補 助 金

受贈財産評価額

ア．

イ．

当年度未処分利益剰余金

建設改良積立金

７．剰　余　金

　⑴　資 本 剰 余 金

　⑵　利 益 剰 余 金

長期前受金合計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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負　　債　　の　　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

３．固 定 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ア．

イ．

退職給付引当金

修 繕 引 当 金

８,８７１,３４０

０

０

８,８７１,３４０

０

８,８７１,３４０

令和４年度　桜井市下水道事業予定貸借対照表

（　令　和　５　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産

　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．

イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

土 地

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車 両 運 搬 具

減価償却累計額

工具器具及び備品

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

１９,６９８,４５９

８４２,２９６

１０,７８７

３８,４５４,９３２

△１８,７８７,０８７

２０５,４３０

△１８６,３９２

２,６０３

△１,９６４

３,００４

△２,８５４

０

１０,７８７

１９,６６７,８４５

１９,０３８

６３９

１５０

０

８４２,２９６

　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．施 設 利 用 権

２０,５４０,７５５

（単位：千円）

２．流 動 資 産

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

１００,０００

△５７８

９７,２２４

９９,４２２

０

０

１９６,６４６

２０,７３７,４０１

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金
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負　　債　　の　　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

３．固 定 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ア．

イ．

退職給付引当金

修 繕 引 当 金

８,８７１,３４０

０

０

８,８７１,３４０

０

８,８７１,３４０

令和４年度　桜井市下水道事業予定貸借対照表

（　令　和　５　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産

　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．

イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

土 地

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車 両 運 搬 具

減価償却累計額

工具器具及び備品

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

１９,６９８,４５９

８４２,２９６

１０,７８７

３８,４５４,９３２

△１８,７８７,０８７

２０５,４３０

△１８６,３９２

２,６０３

△１,９６４

３,００４

△２,８５４

０

１０,７８７

１９,６６７,８４５

１９,０３８

６３９

１５０

０

８４２,２９６

　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．施 設 利 用 権

２０,５４０,７５５

（単位：千円）

２．流 動 資 産

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

１００,０００

△５７８

９７,２２４

９９,４２２

０

０

１９６,６４６

２０,７３７,４０１

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

４．流 動 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　未 払 金

　⑶　前 受 金

　⑷　引 当 金

　⑸　その他流動負債

ア．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ア．

イ．

ア．

賞 与 等 引 当 金

そ の 他 引 当 金

預 り 金

９４０,６１６

５,２８３

０

９４０,６１６

１５０,０００

０

５,２８３

４２３

１,０９６,３２２

長期前受金合計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

５．繰 延 収 益

　⑴　長 期 前 受 金

ア．

イ．

ウ．

エ．

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

受 託 工 事 負 担

収 益 化 累 計 額

補 助 金

収 益 化 累 計 額

受贈財産評価額

収 益 化 累 計 額

２,５１７

１,４７６

５,４０７,３９０

２,８４５,０４８

２,８２２

△３０５

９,５８０

△８,１０４

１１,１９９,７００

△５,７９２,３１０

５,９８６,１３８

△３,１４１,０９０

８,２５６,４３１

８,２５６,４３１

１８,２２４,０９３

資　　本　　の　　部

資 本 金 合 計

６．資　本　金

　⑴　自 己 資 本 金 ２,４６５,３９０

２,４６５,３９０

０

０

０

４７,９１８

０

０

４７,９１８

４７,９１８

２,５１３,３０８

２０,７３７,４０１

資本剰余金合計

利益剰余金合計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負債・資本合計

ア．

イ．

ウ．

工 事 負 担 金

補 助 金

受贈財産評価額

ア．

イ．

当年度未処分利益剰余金

建設改良積立金

７．剰　余　金

　⑴　資 本 剰 余 金

　⑵　利 益 剰 余 金
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令和４年度　桜井市下水道事業会計予算説明書
収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

２．下水道事業費用

１．営 業 収 益

１．営 業 費 用

1,168,785

1,039,556

15,487

1,201,458

509,763

１．下水道使用料

１．固定資産売却益

２．他会計負担金

７．県 補 助 金

１．下水道使用料

１．固定資産売却益

１．雨水処理負担金

２．手 数 料

２．受託工事負担金

３．補 助 金

４．受贈財産評価額

１．工事負担金

１．県 補 助 金

10．旅　　　　費

12．備 消 品 費

13．燃 料 費

15．印刷製本費

16．修 繕 費

25．手 数 料

26．通信運搬費

27．委 託 料

28．賃 借 料

　
29．保 険 料

30．使 用 料

42．公 課 費

普通旅費

消耗品費

車両燃料費

印刷費

車両等修繕費

システムインストール手数料

郵送料

全体計画縮小業務委託

ガス検知機等借上料

下水道賠償責任保険料

自賠責保険料

システム借上料

自動車重量税

40

583

256

80

100

141

42

13,000

80

　
96

　1,069

0

下水道使用料収入

固定資産売却収入

雨水処理負担金

排水設備業者等登録手数料

長期前受収益化（減価償却見合い分）

流域下水道負荷軽減推進補助金

〃

〃

〃

３．その他営業収益

２．長期前受金戻入

１．管 渠 費

489,263

0

20,331

687

489,263

0

20,331

169

172

202,062

106,722

51

687

６．他会計補助金 １．他会計補助金 他会計繰入金380,000 380,000

４．雑 収 益 １．雑 収 益 雑収入1 1

９．国庫補助金 １．国庫補助金 国庫補助金2,000 2,000

169

１．受 取 利 息 預金利息１．受 取 利 息 00

309,007

２．営業外収益 691,695

３．特 別 利 益 0

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

１．下水道事業収益
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令和４年度　桜井市下水道事業会計予算説明書
収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

２．下水道事業費用

１．営 業 収 益

１．営 業 費 用

1,168,785

1,039,556

15,487

1,201,458

509,763

１．下水道使用料

１．固定資産売却益

２．他会計負担金

７．県 補 助 金

１．下水道使用料

１．固定資産売却益

１．雨水処理負担金

２．手 数 料

２．受託工事負担金

３．補 助 金

４．受贈財産評価額

１．工事負担金

１．県 補 助 金

10．旅　　　　費

12．備 消 品 費

13．燃 料 費

15．印刷製本費

16．修 繕 費

25．手 数 料

26．通信運搬費

27．委 託 料

28．賃 借 料

　
29．保 険 料

30．使 用 料

42．公 課 費

普通旅費

消耗品費

車両燃料費

印刷費

車両等修繕費

システムインストール手数料

郵送料

全体計画縮小業務委託

ガス検知機等借上料

下水道賠償責任保険料

自賠責保険料

システム借上料

自動車重量税

40

583

256

80

100

141

42

13,000

80

　
96

　1,069

0

下水道使用料収入

固定資産売却収入

雨水処理負担金

排水設備業者等登録手数料

長期前受収益化（減価償却見合い分）

流域下水道負荷軽減推進補助金

〃

〃

〃

３．その他営業収益

２．長期前受金戻入

１．管 渠 費

489,263

0

20,331

687

489,263

0

20,331

169

172

202,062

106,722

51

687

６．他会計補助金 １．他会計補助金 他会計繰入金380,000 380,000

４．雑 収 益 １．雑 収 益 雑収入1 1

９．国庫補助金 １．国庫補助金 国庫補助金2,000 2,000

169

１．受 取 利 息 預金利息１．受 取 利 息 00

309,007

２．営業外収益 691,695

３．特 別 利 益 0

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

１．下水道事業収益

41,699

251,453

10．旅　　　　費

12．備 消 品 費

13．燃 料 費

16．修 繕 費

19．動 力 費

25．手 数 料

26．通 信 運 搬 費

27．委 託 料

 

 

28．賃 借 料

29．保 険 料

31．材 料 費

32．工 事 請 負 費

36．負 担 金

59．公 課 費

１．給　　　　料

 

 

 

 

２．手 当 等

 

 

 

 

３．賞 与 引 当 金
　　繰 入 額

６．法 定 福 利 費

10．旅　　　　費

11．被 服 費

12．備 消 品 費

27．委 託 料

28．賃 借 料

30．使 用 料

36．負 担 金

38．貸 倒 引 当 金

40．扶 助 費

普通旅費

消耗品費

車両燃料費

車両等修繕費

電力料金

水質検査・車両法定点検手数料

通信料

ＭＰ場維持管理委託料

下水道使用料徴収委託料

下水道台帳作成委託料

システム保守委託料

負荷軽減推進補助金事業委託料

機械等借上料

公用車共済保険料

補修材料費

管渠修繕工事費

流域下水道維持管理負担金
研修負担金

自動車重量税

職員給料

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

翌年度支給賞与の当年度負担引当

共済組合負担金、公務災害基金負担金

普通旅費

被服費

消耗品費

システム保守委託料

庁舎賃借料

近鉄敷地使用料

研修負担金

貸倒損失に備えるための引当

水洗便所改造資金助成金

10

55

5

10,350

1,880

1,376

500

32,132

1,000

71

1,650

4,540

197,877

7

20,638

9,541

2,558

5,882

31

100

84

509

775

12

204

240

1,125

２．業 務 費

312

1,344

572

672

1,200

321

2,749

2,011

360

４．総 係 費
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２．営業外費用

３．特 別 損 失

730,917

129,229

119,229

10,000

0

0

47．企業債利子

48．借入金利子

59．公 課 費

１．過年度損益
　　修 正 損

41．有形固定資産
　　減価償却費

42．無形固定資産
　　減価償却費

建物減価償却費

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

器具及び備品減価償却費

施設利用権減価償却費

　

企業債利子

一時借入金利子

消費税納税額

前年度事業に伴う損金

683,848

47,069

118,900

329

10,000

0

５．減価償却費

１．支払利息及び
　　企業債取扱諸費

３．消 費 税

４．過年度損益
　　修 正 損

－ 41 －



２．営業外費用

３．特 別 損 失

730,917

129,229

119,229

10,000

0

0

47．企業債利子

48．借入金利子

59．公 課 費

１．過年度損益
　　修 正 損

41．有形固定資産
　　減価償却費

42．無形固定資産
　　減価償却費

建物減価償却費

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

器具及び備品減価償却費

施設利用権減価償却費

　

企業債利子

一時借入金利子

消費税納税額

前年度事業に伴う損金

683,848

47,069

118,900

329

10,000

0

５．減価償却費

１．支払利息及び
　　企業債取扱諸費

３．消 費 税

４．過年度損益
　　修 正 損

資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

３．資 本 的 収 入 955,436

735,960

735,960

1,410,259

431,355

387,399

978,904

978,904

232,798

163,362

16,586

４．下水道事業債
　　特 別 措 置 分

１．流 域 下 水 道
　　建 設 負 担 金

６．流 域 下 水 道
　　建 設 負 担 金

共済組合負担金
公務災害基金負担金

翌年度支給賞与の当年度負担引当
３．賞 与 引 当 金
　　繰 入 額

１．企 業 債

１．企業債償還金

１．給　　　　料

３．資本費平準化債

53,500

53,500 53,500

５．補 助 金

１．補 助 金 １．国 庫 補 助 金 国庫補助金

165,976

165,976 165,976

６．出 資 金

１．出 資 金 １．他会計出資金 他会計出資金

295,900

１．企 業 債

１．公共下水道債

職員給料

12,781２．手 当 等

扶養手当  714

516

516

1,221

4,400

135

2,417

1,902

960

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

978,904

43,956 43,956

57．企業債償還金 企業債償還金

流域下水道建設負担金

資本費平準化債

43,900２．流域下水道債 建設改良債

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

2,725

5,907６．法 定 福 利 費

93,45035．補 償 金 管渠建設に伴う補償費

192,90032．工 事 請 負 費 管渠建設工事費

63,05027．委 託 料 管渠建設に伴う委託料

４．資 本 的 支 出

１．建 設 改 良 費

３．企業債償還金

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

１．管 路 建 設 費
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会計書類に関する注記

Ⅰ　重要な会計方針

　１．固定資産の減価償却の方法

　　　⑴　有形固定資産

減価償却の方法　　　定額法 

主な耐用年数

構築物　　　　　　　50年

機械及び装置　　　　10～20年

車両運搬具　　　　　４年

工具、器具及び備品　４～５年

　　　⑵　無形固定資産

減価償却の方法　　　定額法

主な耐用年数

施設利用権　　　　　45年

　２．引当金の計上方法

　　　⑴　退職給付引当金

　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することになっているため、退職給付引当金は計上

していない。 

　　　⑵　賞与等引当金

　職員の期末・勤勉手当及びその手当に係る法定福利費の支給に備えるため、各年度の翌事業年度に

おける支給見込み額に基づき、各年度に負担する額（12月から３月までの４ヶ月分）を計上している。 

　　　⑶　貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による回収不能見込額を

計上している。 

　３．消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。但し、仕入控除対象外消費税及び地

方消費税は、営業外費用として処理している。

Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

予定キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

予定キャッシュ・フロー計算書における資金は、現金及び預金である。

Ⅲ　予定貸借対照表等関連

　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定

のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は6,131,117千円である。

Ⅳ　セグメント情報に関する注記

　　　　報告セグメントが単一のため、記載を省略している。
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